
改正後の化学物質審査規制法の概要（平成23年4月以降） 

優先評価化学物質等 
以外のもの 
 

既存化学物質 

一般化学物質 
・製造・輸入実績数量等の届出 

リスク注1）が十分に 
低いと認められる 
 

リスク注1）が十分に低いと 
認められない 

必要な場合 

必要な場合 

有害性、製造・ 
輸入状況等に 
基づく判断 
 

・難分解性あり 
・高蓄積性あり 

 

・製造・輸入実績数量、用途等の届出 

・保有する有害性情報の報告の努力義務 

・取扱事業者に対する情報伝達の努力義務　等 

・難分解性あり 
・高蓄積性あり 
・人への長期毒
性又は高次捕食
動物への毒性あ
り 

必要な場合 

必要な場合 

取扱状況の報告要求 
有害性情報、 

取扱状況の報告要求 

有害性調査指示 有害性調査指示 

人への長期毒性又は 
高次捕食動物への毒性あり 

・人又は生活環境動植物への毒性あり 
・被害のおそれのある環境残留あり 
・難分解性でない物質を含む 
 

第一種特定化学物質 

・製造・輸入の許可制（事実上禁止） 

・特定の用途（人又は生活環境動植物への被害が生ずるおそれがない

用途）以外での使用の禁止 

・物質及び使用製品の取扱事業者に対する技術上の基準適合義務・表

示義務　等 

第二種特定化学物質 

・製造・輸入予定／実績数量等の届出 

・必要に応じて、製造・輸入予定数量等の変更命令 

・物質及び使用製品の取扱事業者に対する技術上の指針遵守・表示義

務　等 

 

注1）　本図において、リスクとは、第二種特定化学物質の要件である、「人への長期毒性又は生活環境動植物への生態毒
性」及び「被害のおそれが認められる環境残留」に該当するおそれのことを指す。 

注2）　第二種及び第三種監視化学物質は廃止される。これらに指定されていた物質について、製造・輸入数量、用途等
を勘案して、必要に応じて優先評価化学物質に指定される。 
注3）　第二種特定化学物質にも適用される。 
注4）　有害性情報を新たに得た場合の報告義務あり。（第一種特定化学物質を除く。） 
注5）　必要に応じ、取扱方法に関する指導・助言あり。（第二種特定化学物質、監視化学物質、優先評価化学物質） 

新規化学物質 

年間製造・ 
輸入数量 
1トン超 

年間製造・ 
輸入数量 
1トン以下 

政令で 
定める場合 
（中間物等） 

 

基準に該当す 
る低懸念の 
高分子化合物 

事前の 
届出義務 

事前審査 
（分解性、蓄積性、人への 
長期毒性、動植物への毒性） 

 

有害性、製造・ 
輸入予定数量等 
に基づく判断 

事前確認 
（→製造・輸入可） 

事後監視 ・難分解性あり 
・高蓄積性なし 
・年間製造・輸入数量 
　10トン以下 

 

・製造・輸入実績数量、用途等の届出 

・保有する有害性情報の報告の努力義務注3） 

・取扱事業者に対する情報伝達の努力義務　等 

監視化学物質（旧第一種監視化学物質） 優先評価化学物質注2） 

 

化学物質の安全対策
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